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⑸ Ogus& Barendt,The Law of Social Security 3rd.edition,Butterworths,1988,p65
























































































































































































































































































































































































訴えを退けた。Hinchley v Rankin［1961］1 WLR 421.
? 両者が同義であることについて，CJSA/3790/2001が支持している。
? CJSA/3790/2001
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ように述べて上訴自体は認めたものの，審判所の判断自体の変更は行わな
かった。
?上訴人の行為が非違行為に該当するか否かは，その行為が雇用を決定
する使用者が受け入れることができるかという観点から判断すべきであ
る。原審の審判所ではこれを受け入れないであろうと判断したが，上訴
人はそのように?えていない。当コミッショナーとしては，上訴人がス
タッフを罵ったことによっていかなる処分を受けうるかを了知していた
ものと?え，それが暴力行為によって傷害を加えるようなものではな
かったとしても，ペナルティを加えるのに十分なものであると判断する。
この非違行為による給付制限は裁量の余地なく２週間の給付を停止すべ
きものと?える。」
この事例では，一般論として職業訓練ないし雇用プログラムについて，非
違行為に基づいて除籍処分を受けたことの正当事由を，「プログラムそのもの
の継続可能性を脅かす事態」と，「当該非違行為が採用時に使用者にとってな
される評価」の二点から判断しているものと?えられる。そして，この二点
は，雇用契約の解除事由としての非違行為の評価と，プログラム解除事由と
しての非違行為の評価が，同一のものであってもよい，ということを意味し
ている。
結局，非違行為に基づく除籍処分が給付制限相当とされるためには，職業
訓練課程や雇用プログラムの目的を遂行する上で，その継続を不可能にする
ような非難可能性や有責性があることが必要である，との判断が一般的な理
解である???といえよう。
５．おわりに
以上の検討から，次の示唆が得られる。
まず，イギリスにおいては，1980年代以降失業関連給付の給付制限を強化
する改正を随時行ってきた。このことは，求職者の求職条件や求職活動方法
? CSJSA/495/2007と CSJSA/505/2007も同様の理解を示している。
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に関する自由を制限する側面がある。これら改正は，求職者の自由を制限す
ることを通して就労関連活動を強制することにより，給付との関連を密接に
結びつけるものである，ということができる。
このような目的を達成するためには，職業訓練を求職活動に実効的ならし
めなければならない。この目的達成手段として，給付制限規定の活用を促し
ているものと評価できよう。それ故に，求職者が（再）就職という目的達成
を毀損するような行動を取った場合，これをかなり明確に給付制限の対象と
位置付け，これに止まらず制裁措置を加えるという構造を採用している。
しかしながら，裁判例によるとこれら自由の制約は無制限に認められてい
るわけではない。求職者は，自らが失業関連給付の受給者であるという従属
的関係故に無制限に自由を制限されてもよい，というわけではないのである。
Pattison事件にみられるように，求職者と雇用事務官との合意によって自由
が制約されることがあるとしても，それが自由意思による合意を基礎として
なされたものである限りにおいて，社会通念上相当みなされる範囲において，
自由の制約が承認されるのである。そしてこの制約は，失業関連給付の受給
者だけにとって特別に認められる制約なのではなく，非受給者にとっても社
会通念上制約可能であるとされる制約の範囲に限られるのである。
それでも失業関連給付の受給者にとっては，失業の罠の問題は残る。その
一方で労働市場との接触を持ち続けることが重要なことなのであるから，雇
用事務官と求職者とのコミュニケーションによる自立に向けたコミュニケー
ションは不可欠となる。この点は別稿で論じた点ではあるが，我が国の法制
でも給付制限と権利としてのパーソナルサービスないし積極的労働市場政策
とは，密接に関連するものとしての議論を行う必要があろう。
【付記】本稿は，科学研究費補助金若手研究（Ｂ）（10016374）の成果の一部
である。
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